
摂津市水道部建設工事事後審査型制限付一般競争入札要綱 
 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、水道部が発注する建設工事の契約に係る事後審査型制限付一般競争入札に 
ついて必要な事項を定めるものとする。 
（定義） 
第２条 この要綱において「事後審査型制限付一般競争入札」とは、建設工事の入札を適正かつ 
合理的に行うため、入札に参加するために必要な資格（以下「入札参加資格」という。）を定め、開札後に

落札候補者の入札参加資格に関する審査を行い、落札者を決定する入札をいう。 
（対象） 
第３条 事後審査型制限付一般競争入札の対象は、次の各号のいずれにも該当する建設工事 
（以下「対象工事」という。）とする。 
（１）設計金額が１，０００万円以上 
（２）土木一式工事又は建築一式工事 
２ 前項の規定にかかわらず、設計金額が１，０００万円未満の工事であっても、市長が必要と認める場合は、

事後審査型制限付一般競争入札の対象とすることがある。 
３ 第１項の規定にかかわらず、設計金額が１，０００万円以上の工事であっても、市長が必要と認める場合は、

指名競争入札等他の方法によることがある。 
（入札参加資格） 
第４条 事後審査型制限付一般競争入札の参加資格は、次のとおりとする。 
（１）本市の建設工事入札参加資格業者であること。 
（２）摂津市建設工事等指名停止要綱に基づく指名停止の期間中でないこと。 
（３）建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第１８条の２に規定する経営事項審査を受け、当該

審査に基づく経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書を有すること。 
（４）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定により一般競争入札に参加で

きない者及び同条第２項の規定により一般競争入札に参加させないことができる者に該当しないこ

と。 
（５） 設計図書等を購入していること。 
（６） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めること。 
 （入札参加制限） 
第５条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、同一工事の事後審査型制限付

一般競争入札に参加することができない。 
（１）会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号に規定する子会社（以下「子会社」という。）と同条第４号

に規定する親会社（以下「親会社」という。）の関係にある場合又は親会社を同じくする子会社同士の

関係にある場合 
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（２） 一方の会社の役員が他方の会社の役員を現に兼ねている関係にある場合又は一方の会社の役員

が他方の会社の会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第６７条第１項若しくは民事再生（平成１１年

法律第２２５号）第６４条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている関係のある場合 
（制限の追加） 
第６条 市長は、必要があると認めるときは、次の各号のいずれかに掲げる事項を入札参加資格として加える

ことがある。 
（１）建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第６項に規定する一般建設業の許可又は特定建設業の

許可を受けていること。 
（２）工事の現場に専任で配置する技術者の要件 

  （３）建設業法第２７条の２９第１項に規定する総合評定値に本市の主観点数を加点した換算数値の上限
及び下限又はそれぞれの業種にあった等級 

（４）対象工事と同種又は類似の公共工事の施工実績 
（５）発注日現在の手持工事数及び同一発注日の応募件数 
（６）前各号に掲げるもののほか、工事内容に特別の事情がある場合における個別の制限 
（入札の公告） 
第７条 事後審査型制限付一般競争入札を実施するときは、摂津市水道事業会計規程（昭和５８年摂津市

水道企業規程第７号）第９１条第２項各号に掲げる事項のほか、次の各号に掲げる事項を併せて公告

するものとする。 
（１）第９条第１項第１号の参加申請書の提出期限及び提出場所 
（２）設計図書等に関する質問及び回答の期限及び方法 
２ 前項の公告は、市役所前の掲示場及び水道部総務課の掲示板に掲示し、並びに市のホームページに

掲載するすることにより行うものとする。 
（設計図書等） 
第８条 事後審査型制限付一般競争入札に参加しようとする者（「入札参加申請者」という。）は、 
水道部が指定する場所で設計図書等を購入しなければならない。 
（入札参加申請） 
第９条 入札参加申請者は、次に掲げる書類を、郵便により市長に提出しなければならない。 
（１）事後審査型制限付一般競争入札参加申請書（様式第１号） 
（２）入札書（様式第２号） 
（３）工事費内訳書（様式第３号） 
（４）同種又は類似工事の施工実績調書（様式第４号） 
（５）配置予定技術者の資格・工事経験調書（様式第５号） 
（６）資本関係・人的関係調書（様式第６号） 
（７）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 
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２ 前項の規定により提出された書類は、返却しないものとする。 
３ 入札参加申請等に係る費用は、入札参加申請者の負担とする。 
（入札の無効） 
第１０条 前条第１項の規定により提出された入札書のうち、次の各号のいずれかに該当するものは無効とす

る。 
（１）入札参加資格のない者が提出した入札書 
（２）同一工事の入札について同一の者が提出した２以上の入札書 
（３）入札者の協定に基づき作成された入札書 
（４）入札金額その他の記載事項が明らかでない入札書 
（５）入札条件に違反した入札書 
（６）前各号に掲げるもののほか、市長が適切でないと認める入札書 
（落札候補者の決定） 
第１１条 落札候補者は、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札をした

者のうち、最低の価格をもって入札をしたものとする。 
２ 同一順位のため落札候補者が２者以上となる場合は、くじにより落札候補者を決定する。 
（入札参加資格の事後審査及び落札者の決定） 
第１２条 事後審査において落札候補者の入札参加資格を審査した結果、適格と認めるときは、その者を落

札者とする。 
２ 事後審査において落札候補者の入札参加資格を審査した結果、不適格と認めるときは、その次の順位

の者を落札候補者とし、以後、適格と認める者があるまで審査を行うものとする。 
３ 落札者を決定したときは、直ちに当該落札者に対して電話等の方法により連絡するものとする。 
（入札参加資格がないと認められた者に対する通知等） 
第１３条 前条第２項の規定により不適格と認めるときは、当該落札候補者に対して、入札参加資格不適格

通知書（様式第７号）により通知する。 
２ 前項の通知を受けた者は、市長に対し、通知を受けた日の翌日から起算して５日以内に、不適格理由説

明請求書（様式第８号）により不適格と認められた理由について説明を求めることができる。 
３ 市長は、前項の規定による求めがあったときは、当該求めのあった日の翌日から起算して７日以内に回答

書（様式第９号）により回答するものとする。 
（入札の中止） 
第１４条 入札参加申請者が入札案件に応じて市長が定めた数に満たない場合は、入札を中止するものと

する。 
（適用除外） 
第１５条 この要綱の規定は、水道部が特定建設工事共同企業体に発注する建設工事については、適用し

ない。 
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（委任） 
第１６条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、水道部長が定める。 

附 則 
（実施期日） 
１ この要綱は、平成２１年４月１日から実施する。 

附 則 
（実施期日） 
１ この要綱は、平成２５年４月１日から実施する。 
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